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第１章 第一次報告書について 

 

「荒廃した生活環境の先端技術による回復」研究連絡委員会のもとに「遺棄化学兵

器の安全な廃棄技術の研究促進」小委員会において、平成１３年７月２３日付けで

「遺棄化学兵器の安全な廃棄技術に向けて」と題する報告書（第一次報告書）を公表

した。ここでは、その概略について紹介し、以下の議論に資するものとしたい。 

 

まず、第１章において遺棄化学兵器の特徴として次の 4 点を挙げている。 

 

① 長期間埋設されていたため様々な形の腐食・破損が進んでいる。 

② 70 万発と推定されるように処理対象の量が膨大であり、そのほとんどが未だ

埋設されている。 

③ 金属塩で爆発感度が高いピクリン酸が伝火薬などに用いられている。 

④ ヒ素を含んだ化学剤が多い。 

 

1997 年 4 月 29 日に発効した化学兵器禁止条約により、日本はその日から 10 年以

内に中国に存在する遺棄化学兵器を廃棄することが義務付けられている。化学・機

械・情報通信など、多岐にわたる学術の関与が必要であり、また多額の費用を要する

ことでもあり、この事業に対する国民の理解を得ることが重要であると記している。 

 

次に、第２章においては、これまでの化学兵器についての概要を述べている。窒息

剤、血液剤、びらん剤、神経剤、催涙剤、くしゃみ剤、無能力化剤などの種類がある

が、旧日本軍の残した遺棄化学兵器はびらん剤であるマスタードとルイサイトが中心

であり、この他にくしゃみ剤のジフェニルシアノアルシン(DC)、ジフェニルクロロアルシ

ン(DA)が用いられた。ルイサイト、DA、DC はヒ素を用いており、ヒ素の多いことが遺

棄化学兵器の特徴ということができる。 

 

第３章では化学兵器禁止条約についての説明がなされ、条約の下での規制対象

物質を示している。条約に対する日本の対応、化学兵器禁止機関(OPCW)による査

察、化学兵器の廃棄についても記述されている。 

 

第４章においては、化学兵器の廃棄について述べ、諸外国では主として軍の機関

が廃棄に携わっているので誤解を受けやすいが、廃棄は環境保安対策としても重要

であり、軍事的メリットはなんら存在しないこと、廃棄の研究は決して軍事研究ではな

いことを述べている。また、中国において遺棄化学兵器を処理する作業に使用する防

護機材などは、これらが遺棄化学兵器の廃棄事業の実施にのみ使用されることを条

件として、武器輸出三原則に拠らないこととすることが記されている。 

 

第５章においては、化学兵器の廃棄に関する各国の取り組み状況を記している。
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まず日本では、大久野島において旧日本軍の製造、貯蔵していた化学剤の処理法に

ついて記述されている。戦後間もなく処理されたこともあって、海洋投棄という方法が

とられた。貯槽底部に残留したくしゃみ剤は焼却処理された。製造施設は水蒸気処理

の後焼却洗浄したということである。 

次いで、広島で発見されたジフェニルアルシン酸および周辺土壌については高温

燃焼した後にヒ素は硫化ヒ素にして廃棄した旨記されている。さらに屈斜路湖で発見

された化学兵器の処理法についても詳しく記載されている。なお、これらの廃棄処理

におけるヒ素の排水基準は 0.1 mg/L を満足している。 

さらに、諸外国における廃棄の状況についての詳細な記述があり、びらん剤の他

に神経剤の廃棄についても記されている。また米国、ロシアにおける化学兵器の貯

蔵状況についても記載があり、それらの廃棄計画も記述されている。 

 

第６章においては、化学兵器の廃棄におけるアカデミズムの寄与について記され

ている。先ず、遺棄化学兵器の廃棄を安全に効率的に行うためには、多くの分野の

科学技術を駆使する必要があり、異なる分野の学術の間の協力が欠かせないこと、

また先端技術を用いて安全に廃棄処理をするにはアカデミズムの役割は大きいこと

を述べている。更に、OPCW の科学諮問委員会(SAB)の活動や、わが国における化

学剤の分解の研究例、廃棄技術の研究会（化学工学会）の活動についても紹介し、

広くアカデミズムの参加を呼びかけている。特に、理工学系は勿論であるが、農学、

医学、薬学などの分野、また人文・社会科学の役割も重要であることを記し、多くの科

学者が関心を持って遺棄化学兵器の廃棄のための活動に参加することを期待してい

る。 

 

第７章においては、中国にある遺棄化学兵器の実態とそれらを廃棄する取り組み

について記している。遺棄化学兵器の存在する地点を示し、それらの地点における遺

棄化学兵器の種類、量、形状を図表で記した。特に、東北部のハルバ嶺には推定で

67万発の化学兵器が埋設されており、その処理が大きな課題であることを示している。

廃棄処理に関する政府間の覚書や、事業計画、北安市で行った処理の状況なども記

述されている。 

 

第８章においては、遺棄化学兵器を安全に廃棄する技術に向けた問題点を挙げて

いる。まず、遺棄化学兵器の概要について述べ、他国の化学兵器と比べて質量とし

ては少ないが砲弾の数の多いこと、埋設保管の状況がよくないこと、マスタード、ルイ

サイト、ジフェニルシアノアルシン、ジフェニルクロロアルシンがほとんどであることを

記している。次いで、廃棄の技術について記し、探査と発掘、前処理（砲弾の切断・破

砕）、本処理（熱的化学的処理、分離操作）、後処理（大気汚染物の処理、水質汚染

物質の処理、ヒ素の再利用・固化）、さらに周辺技術の火薬の安全性、分析・計測、

作業環境の安全、情報管理、システムの効率化、地域へのリスク・健康管理などを含

めた技術の体系化について述べている。また、これらの技術のそれぞれについて、科

学的技術的背景と廃棄へ向けた応用について、問題点の指摘と廃棄法の比較評価
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を試みている。 

 

第９章には、遺棄化学兵器の安全な廃棄へ向けた提言を記している。遺棄化学兵

器を安全に且つ条約上の期限に間に合うように効率よく廃棄するには、広い分野の

研究者がこの問題についての認識を深めることが先ず大切である。また、研究者が

その重要性を認識しても、周囲の環境が化学兵器の廃棄に向けた研究に理解を示し

てこれを積極的に支持することが必要である。そのためには研究環境の整備が重要

であり、次の 2 点を提言している。 

 

（１）関連する学協会における委員会等の設置 

多くの分野の学協会において遺棄化学兵器の廃棄技術に関する委員会や研究会

が設置されれば、本分野に対する研究者・技術者の認識が広まることになるであろ

う。 

既に化学工学会では遺棄化学兵器廃棄技術研究会を設置し、2000年11月と2002

年 1 月にシンポジウムを 2 度開催するなどの活動を行っている。 

 

（２）中核的研究開発機関の設置 

幅広い分野から参画する研究者を活用するためには政府の遺棄化学兵器廃棄体

制の中に、基礎研究や実証研究を主体として技術基盤を確立するための中核的研

究開発機関を整備することが必要である。この機関においては遺棄化学兵器廃棄事

業の推進に関する情報を広く集め提供すると共に、必要に応じて研究開発資金も提

供し関連分野の研究者・技術者が協力できる場を与えることが望ましい。関連研究機

関相互のコーディネーションも重要な任務である。 

 

以上、先の報告書（平成１３年７月２３日発行対外報告「遺棄化学兵器の安全な廃

棄技術に向けて」）の概要を記した。これを受けて、本報告書では廃棄技術の実際に

ついて検討を行い、望まれる施策の提言を行った。 

 

なお、その後の各学会の対応として、次の活動が進行していることを付言したい。

すなわち、計測自動制御学会SI部門に安全回復システム部会を設置し，遺棄化学兵

器発掘回収の遠隔操作化・自動化に関する調査研究を行っており，2002 年 12 月に

開催される部門講演会でオーガナイズドセッションを企画している。さらに，日本ロボ

ット学会では2002 年 10 月開催の学術講演会において，化学兵器や地雷の処理に関

するセッションを開催した。 
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第２章 遺棄化学兵器発掘回収事業の進捗状況  

 

第２．１節 はじめに 

 

先の大戦時に中国に遺棄された化学兵器については、化学砲弾など総数約70万発

と推定されている。日本政府は1990年から中国の協力を得て遺棄化学兵器の現地調

査を進めるとともに、1997年に発効した化学兵器禁止条約（以下「条約」という。）に従っ

てこれらを安全に処理する手法の検討を行っている。1999年7月には両国政府が条約

に基づく中国の遺棄化学兵器廃棄の基本的枠組みにつき認識の一致を見て、日中両

国間で覚書に署名した。本覚書においては、遺棄化学兵器を海外に運び出すことなく、

中国で処理することなどが合意されている。本覚書の署名に先立ち、日本では同年4月

に、当時の総理府（現：内閣府）に「遺棄化学兵器処理担当室」が発足し、廃棄処理の

実施に向けた業務を行っている。なお、第一次報告書の第７．４節（p.40）には廃棄事業

のスケジュールが記載されている。 

本章では、主に（１）中国全土の遺棄化学兵器の状況、（２）大部分が埋設されている

ハルバ嶺地域における発掘回収事業の進捗状況、並びに（３）中国との協力関係につ

いて述べる。 

 

第２．２節 遺棄化学兵器の状況 

 

これまでの現地調査により発掘回収された砲弾、発煙筒、化学剤入りドラム缶など

が中国国内の一時保管庫に保管されている。これら発掘済のものは化学砲弾が約2,0

00発、有毒発煙筒が約33,000発、ドラム缶が17缶である。砲弾には「きい剤」（マスター

ド、ルイサイト）または「あか剤」（ジフェニルシアノアルシン、ジフェニルクロロアルシン）

が含まれており、有毒発煙筒には「あか筒」または「みどり筒」（クロロアセトフェノン）が

あり、ドラム缶にはきい剤が含まれている。 

化学剤の成分は次の表２．１の通りであるが、ルイサイト、ジフェニルシアノアルシン

及びジフェニルクロロアルシンはヒ素化合物である。 

 

表２．１ 遺棄化学兵器に含まれる化学剤の成分 

 旧日本軍における名称  化学物質の名称     区分 

  きい剤  ﾏｽﾀｰﾄﾞ、ﾙｲｻｲﾄ  びらん剤 

 ｼﾞﾌｪﾆﾙｼｱﾉｱﾙｼﾝ(DC)   あか剤 

 ｼﾞﾌｪﾆﾙｸﾛﾛｱﾙｼﾝ(DA) 

 くしゃみ剤 

（嘔吐剤） 

  みどり剤  ｸﾛﾛｱｾﾄﾌｪﾉﾝ  催涙剤 

  あお剤  ﾎｽｹﾞﾝ  窒息剤 

  ちゃ剤 ｼｱﾝ化水素  血液剤 
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中国にある日本の遺棄化学兵器の特徴としては、量が非常に多く、大部分が地中に

埋設されており、戦後半世紀以上経っており腐食しているものがみられることである。さ

らにその多くが爆薬（ＴＮＴ、ピクリン酸等）を含んだままであり、爆発感度の高いピクリ

ン酸塩が形成されている可能性がある。また、ヒ素を含む化学剤が多いことから、その

処理にあたっては、環境保全に十分な対策を採る必要がある。これらの状況及び特徴

から、遺棄化学兵器を安全かつ適切に処理するには、高度な処理技術が求められる。 

 

第２．３節 主要な埋設地点の状況 

 

中国に遺棄した化学兵器の分布状況を図２．１に、また、発掘済みおよび未発掘の

遺棄化学兵器の種類を表２．２に示す。 

約70万発と推定されている遺棄化学兵器の大多数は地中に埋設された状態にあり、

その大部分に当たるおよそ67万発は吉林省ハルバ嶺に埋設されていると推定される。

ハルバ嶺の埋設地点周辺は丘陵地帯であり、一部に湿原も見られる。夏期には30℃

程度に気温が上昇する一方で、冬季には氷点下30℃程度に気温が低下し地表面が凍

結する。このような厳しい自然条件下にある。 

埋設地点は、中国軍の管理下にあり、監視員が常時監視にあたっている。周辺に民

家はなく、近隣の町まではかなりの距離がある。 

このようなところに、発掘回収作業のために必要な人員が長期間作業に従事するに

は、十分な事前準備が必要であり綿密な計画立案が不可欠となる。 
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図２．１ 遺棄化学兵器の分布地点及び一時保管庫 
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表２．２ 発掘済及び未発掘の遺棄化学兵器の分布状況 

（２００１年1月時点） 
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第２．４節 発掘回収事業の進捗状況 

  

  以下に、発掘回収事業の基本方針および実施に際しての主な検討事項について

説明する。 

 

２．４．１ 事業の基本方針 

本事業は中国の吉林省ハルバ嶺地域に埋設されている化学兵器を2007年4月まで

に安全にすべて発掘し、化学兵器か否かを鑑定し、化学兵器と確認されたものについ

ては安全かつ確実に処理しなければならない。発掘回収作業の実施は、中国側と緊密

に連携協力して実施することを大前提とする。なお、事業の基本方針としては次の点に

留意しなければならない。 

 

① 作業従事者と周辺住民の安全を第一とした準備及び作業の実施 

② 環境保全を重視し、環境負荷を最小限とした事業の実施 

③ 予定された期限までに完了できる計画的かつ合理的な事業の実施 

 

２．４．２ 発掘回収作業のアウトライン 

上記の基本方針に沿って、発掘回収事業を進めるためのアウトラインとしては次の

ような構想を立てている。 

 

① ハルバ嶺の埋設地点に通年にわたり発掘回収できる施設を建設し、発掘を遠

隔する機械装置を導入する。これは、発掘回収作業の作業従事者の安全を確

保し、人員の負担を軽減するとともに効率を向上するためである。 

② 発掘地点から少し離れた場所に、発掘した砲弾を鑑定する施設を建設し複数

の異なる種類の鑑定装置を設置して、化学砲弾と通常砲弾を選別するととも

に化学砲弾はその種類別に分類する。 

③ 鑑定施設に隣接して化学砲弾を密封・梱包する施設を建設する。これは、発掘

回収した化学兵器を処理するまでの間、安全に保管するための措置である。 

④ 発掘地点や鑑定施設から十分な安全距離を確保した場所に一時保管庫を建

設し、密封・梱包した化学砲弾を処理までの期間中安全に保管する。 

  

２．４．３ リスク評価の実施 

（１） リスク評価の役割 

上記の基本方針に基づいて発掘回収を行うには、まず、上記①～④の施設と作業

段階に伴うリスクを分析し、定量的に評価しなければならない。この評価を適切に行う

ことにより、事業の安全管理体制を確立していくこととなる。具体的には、リスク評価を

施設配置計画、作業従事者の教育訓練、緊急時の対応等に反映させる。 

 

（２） リスク評価の概要 

まず、リスク要因を次のように4種類に大別し、それぞれのリスクを引き起こす直接の
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要因を抽出し、さらにその直接の要因が発生する作業を作業段階ごとに分析する。 

 

① 爆発リスク：爆発事故を引き起こすリスク 

② 爆発の影響リスク：爆発事故により人的・物的被害を生じるリスク 

③ 化学剤漏洩リスク：通常作業時に化学剤が漏洩し、人的被害を生じるリスク 

④ その他のリスク：装置の運転に伴う人的・物的被害を生じるリスク、施設建設

工事に伴う事故による人的・物的被害を生じるリスク等 

  

いうまでもなくリスク評価においては、作業従事者及び周辺住民の人命の安全を最

優先とする。また、周辺環境への影響を最小限とする。さらに、化学砲弾等の大量爆発

事故等の突発事故を想定し緊急時の対応について検討する。 

このようなリスク評価は、科学的かつ定量的に行うことを基本とする。さらに、本事業

が日中共同事業であるという性格上、日中双方はリスク評価の実施方法と評価手法に

ついて共通認識を持ちつつ、事業を進めなければならない。 

 

２．４．４ 発掘回収作業の機械化 

発掘回収事業を安全かつ効率的に行い、作業従事者の負担を軽減するために、作

業の機械化、遠隔操作化を計画している。この計画に際しては、信頼性のある技術を

採用する必要があり、実証試験により性能を確認すべきである。 

発掘回収作業の流れは、概ね、①発掘、②砲弾の安全化措置、③運搬、④鑑定、⑤

密封・梱包、⑥輸送、⑦保管であり、各段階において機械化、遠隔操作化を図る。また、

作業の性質上どうしても人手に頼らざるを得ない部分もあり、機械操作と人手作業との

組み合わせも必要となる。 

 

２．４．５ ハルバ嶺における発掘回収事業のための調査等 

発掘回収に関する計画策定にあたり、現地ハルバ嶺の気象や地質に関する基礎的

なデータが不可欠である。そのため、昨年秋に、発掘回収地点に気象観測塔を設置す

るとともに、地質に関するボーリング調査を実施した。また、発掘回収地点へのアクセ

スを容易にするため、作業用道路の建設が開始された。 

今後、実際に発掘作業を開始するまでには何年かを要すると思われるが、その間に

例えば、遠隔操作により発掘回収するシステムの開発、負圧ドーム等の発掘回収に必

要となるインフラ整備について検討及び準備を進めなければならない。 

 

２．４．６ その他の地域での発掘回収事業等 

ハルバ嶺の発掘回収の準備作業等と並行して、他の小規模埋設地での発掘等も実

施している。現在までに実施された主な事業は次の通りである。 

 

（１） 北安市での砲弾発掘回収事業 

2000年9月に、黒龍江省北安市において、発掘回収を実施した。埋設地に爆発及び

化学剤拡散に対応するための防護ドームその他の施設を構築し、人力により砲弾を発
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掘した後、外観鑑定、Ｘ線鑑定等を行い、それぞれ防護容器に格納し、チチハル市の

一時保管庫に保管した。化学砲弾は897発を発掘し、内訳は、きい弾733発、あか弾154

発、その他10発であり、これが最初の本格的な化学砲弾の発掘回収事業であった。 

 

（２） 瀋陽市での砲弾からの化学剤サンプリング 

2001年6月に瀋陽市郊外において、中国側で保管していたあか弾及びきい弾合計20

発程度についてサンプリングを実施した。この時も爆発及び化学剤拡散に対応するた

めの防護ドームその他の施設を構築し、外観鑑定、Ｘ線鑑定等を行い内容物の存在を

確認した後、穿孔して内容物の化学剤をサンプリングした。 

 

（３） 南京市での発煙筒発掘回収事業 

1998年、2000年及び2001年の3回にわたり、南京市において化学剤を含む発煙筒の

発掘回収作業を行った。化学剤拡散に対応するための防護テントその他の施設を構築

し、人力により発掘した後、防護容器に格納し、南京市の一時保管庫に保管された。そ

の結果、合計でおよそ33,000個の化学剤を含む発煙筒を発掘回収した。 

 

（４） 孫呉県での砲弾および発煙筒の発掘回収事業 

2002年9月に、国龍江省孫呉県において発掘回収を実施した。人力により発掘した

後、外観鑑定を行い、仮梱包し、チチハル市の一時保管庫に保管した（X線鑑定は20

03年に実施予定）。化学砲弾193発を発掘し、内訳はきい弾94発、あか弾99発であっ

た。その他に化学剤を含む発煙筒57個を発掘した。 

その他、後述する遺棄化学兵器調査とも呼応していくつかの地点で発掘回収事業や

サンプリング事業が予定されており、日本の遺棄化学兵器処理事業の一環として継続

して実施する。 

 

第２．５節 遺棄化学兵器の調査 

 

 中国に遺棄された日本の化学兵器の存在を確認するため、1990年以来外務省が中

心となって中国政府の協力の下、毎年中国国内において調査を実施している。これに

より日本の遺棄化学兵器の存在がいくつかの地点で確認され、その一部はその後の

発掘回収作業において回収保管されている。今後も、中国側との協議を通じて継続し

て実施することとされており、発掘回収事業と相俟って化学兵器処理事業の一翼を担

っている。 

  

第２．６節 中国との協力関係 

 

1999年7月の覚書の署名以来、日中間の協議はより頻繁に開催され、内容も具体的、

建設的になってきている。日本側では、1999年4月に総理府（現：内閣府）に遺棄化学

兵器処理担当室が発足しているが、中国側でも同年、外交部に日本遺棄化学兵器処

理問題弁公室が発足し、両室間で円滑に協議が進められている。 
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中国側の要望に従って、企業の技術情報が適切に提供されるようにするとともに、

両国の専門家によって、実処理技術、環境関連基準、爆発リスク等についても直接議

論する機会を増やしている。こうした議論は、本事業を円滑に実施する上での相互理

解を深めるために有用であると考えられる。 

中国の遺棄化学兵器の処理は日本の責任で行われるものであるが、中国の協力が

非常に重要である。例えば、2001年11月から12月に行われた南京市における発掘回

収事業でも、数週間にわたる防護壁の構築、発掘回収のための作業区域の整備等事

前準備作業、また、1ヶ月以上にわたる発掘回収作業において、中国側の協力を得な

がら進めてきたところである。特に、現場では極めて良好な協力を得て作業を進めるこ

とができ、推定の約1.5倍に上る発煙筒類が発掘され、発見されたすべての発煙筒の

発掘回収作業を完了することができた。 
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第３章 化学弾発掘回収および実処理のプラント設計の現状 

 

遺棄化学兵器の発掘･回収およびその実処理を実施するためのプラントの設計が、

鋭意進められている。1997 年に発効した化学兵器禁止条約の規定によると､原則とし

て 2007 年 4 月までに処理を完了しなければならない。計画、設計、そしてそれに続く

運営に要する期間を考えると､この期限は工程的に非常に厳しいものである。 

化学兵器が今でも発見されるベルギー、フランス、イギリス、ドイツなどの欧州諸国

では、道路、鉄道の建設時、あるいは農作業の最中に、散発的に各地で発見される。

その都度処理班が出動して 1 発ずつ発掘･回収し、化学兵器であれば一時保管した

後に､同様に 1 発ずつ処理していくという、非常にゆっくりとした人力を主とした作業が

一般的である。 

一方、中国に存在する遺棄化学兵器にあっては､前章でも紹介されたように中国各

地で化学兵器が発見されるものの､これらを発掘して鑑定､回収し、さらに実処理とい

った一連の処理作業を､2007 年 4 月までに完了しなければならない。 

残された時間から計画、設計､建設に要する期間を考えて計算すると､1分間に1発

のスピードで発掘し､そして処理するというこれまで誰も経験したことのないスピードが

要求される。これは人間の手で処理する速さの限界を超えているとともに，砲弾処理

のできる熟練した人員を多数確保することの困難さや，安全性の確保も大きな課題で

ある。それ故、基本的な部分ではロボット技術を導入することにより遠隔・自動操作を

採用する必要がある。しかも日本にあっては､第二次大戦の終結とともに､化学兵器

に対する技術や知識が殆ど消滅してしまい、欧米の知見を頼りにしながら、大量自動

処理による発掘回収､実処理を実現しなければならない。 

日本が直面するもうひとつの困難は､中国に遺棄されていることから､中国で処理し

なければならない点にある。どの欧米諸国を見ても､自国領内にある化学兵器を、

OPCW（化学兵器禁止条約機関）の査察は受けるものの、自国の基準に従って実施し

ている。一方､中国に存在する遺棄化学兵器については､中国内で、中国の法律､基

準に従って安全に､そして環境に負荷をかけることなく実施する必要があり、基本的に

は中国の承認を得てプラントの設計を進めねばならない。 

 

以上の点をまとめると､プラントの計画､設計に当っては次の条件を考慮に入れて

行わなければならない。 

 

① 70 万発という大量の遺棄化学兵器を､1997 年に発効した化学兵器禁止条約に則

り､原則として 2007 年の 4 月までに完了しなければならない。 

② 発掘回収､実処理とも､与えられた期間の短さ、熟練した人員の確保や安全性を

考慮すると人間の手に頼る方法は実施上大きな問題である．ロボット技術の導入

による遠隔操作化と自動化を図ることにより､迅速かつ爆発や化学剤に人間が曝

されるリスクを最小限に抑えなければならない。 

③ 中国の法律や基準を遵守し､中国領土の生態環境に汚染をもたらさないこと、並
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びに人員の安全を最優先させる。 

 

遺棄化学兵器のプラント設計は、ハルバ嶺における発掘回収と、場所は未定であ

るが実処理のプラントの 2 つに分類され､以下それぞれについてその概要を述べる。 

 

第３．１節 発掘回収プラント  

 

３．１．１ 発掘回収施設の構成 

ハルバ嶺山中の２つの砲弾埋設坑に合計約 67 万発の化学設砲弾が埋設されて

いると推定されているが、この砲弾を発掘し、鑑定し、一時保管するための各施設は

機能ごとに下記の４つの地域に建設される。 

 

・ 発掘地域 

・ 回収地域 

・ 保管地域 

・ 中央管理地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．１ 発掘回収施設の構成 

発掘地域 

＜発掘・洗浄・付番＞ 

発掘棟 

砲弾処置棟 

回収地域 

＜鑑定・仕分・梱包＞ 

砲弾処置棟 

鑑定棟-１ 

鑑定棟-２ 

密封梱包等 

保管地域 

＜一時保管＞ 

一時保管棟 
砲弾 砲弾 

中央管理地域 

＜管理＞ 

中央管理本部棟 
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（１） 発掘地域 

発掘地域では埋設砲弾の発掘と除染、洗浄及び砲弾への付番を行うが、この

ために発掘棟と砲弾処置棟が建設される。発掘地域全体の鳥瞰図（図３．２）

を付すのでこれを参照されたい。 

１） 発掘棟 

化学砲弾処理作業の一連の工程の中で、発掘作業は最もﾘｽｸが高い工程の

一つであること、2.5年で67万発を発掘する発掘速度が要求されていること、ま

た２つの砲弾埋設ﾋﾟｯﾄの寸法（幅ｘ長さｘ深さ）はそれぞれ 12mx25mx6.5m 及び

10mx18.5mｘ4.4m と比較的小さいことから、それぞれの砲弾埋設坑上に発掘棟

を建設し、内部に砲弾発掘ﾛﾎﾞｯﾄを設置し、遠隔・自動操作により通年で発掘

作業が実施できるように計画している。コンピュータグラフィックスにより発掘シ

ステムを図化したので参照されたい（図３．３）。 

２） 砲弾処置棟 

2 つの発掘棟で発掘した砲弾は搬送設備に搭載し、山裾に建設される砲弾処

置棟に搬送し、砲弾の除染、洗浄及び砲弾への付番を行うように計画してい

る。 
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図３．２ 発掘地域全体 
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